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－70－80年代『農家就業動向調査』分析－

藤澤建二＊

（1987年10月15日受理）

Iはじめに

筆者は前稿1）に於て，『農家就業動向調査』の数値を基に，1970年代から鮒年代にかけての

農家男子労働力の貨労働兼業の動向を，全国レベルで概括的にではあるが，トレースしておい

た。その小括として，農村地域労働市場の「低成長」下に於ける急激な縮小過程が，若年層と

中高年層の入れ替えを伴いつつ進行している様に見受けられることを述べておいた。

拓年「農業センサス」結果は，男子労働力の場合，①「農業専従者守）は微減（対80年比0・2

％減，以下同じ）に・留まり，高年層に於ける農業回帰の強まりと青壮年層に於ける増加の鈍化，

②「l兼型」2）は引き続く全般的減少，③「Ⅱ兼型」2）は75一郎年を上回る減少（5.2％減）だが，

若壮年層での増加と高年層での減少，④「専業型」2）は減少に転じ（2.5％減），ほぼ全年齢階

層に亘る後退，という状況を描き出しており，兼業従事者が減少を続ける中での，「専業型」

から「Ⅱ兼型」への再度の後退を窺わせるなど，80年「センサス」時点とは若干様相を異にし

た事態の進行が見受けられる。だが，それらの検討は次の機会に譲らざるを得ない。本稿で

は，前稿で検討した農家男子労働力の動向を一方に見据えつつ，同様の試みを女子労働力につ

いて行なうことに課題が限定される。

周知の様に，60年代後半から急速に進行した「農村工業化」は，地域移動の困難な農家女子

労働力の資本の種の下への大量的動員を，その意味で産業予備軍の掘り起こしを一つの重要な

ねらいとしたものであった3）。そして事実，60年代後半以降の農村地域労働市場の急速な拡大

は女子労働力によってその一半が担われたのであった。例えば「農業センサス」によれば，65

年から75年にかけての「Ⅱ兼型」＋「専業型」の男女計の増加数約142万人の内，女子は，58・6

％を占め，「Ⅱ兼型」＋「専業型」に占める女子の割合は65年の28.4％から75年には3有4％へ

と上昇したのであった。因みに同時期の非一次産業に於ける女子就業者の割合を「国勢調査」

でみると，65年の35.0％から75年の35.1％へ推移しただけであったから，その勢いが想像でき

よう。もっとも，75年は既に「高成長」体制が崩壊し，その影響が現われていた年であるが，

その75年から85年にかけての所謂「低成長」下に，「I兼型」＋「専業型」は男女計で約35万

人減少したが，その内女子はわずかに10.8％を占めるに過ぎなかった。その意味では，同じく

「低成長」下とは言っても，男子労働力と女子労働力とではその影響の現われ方，それへの対

応の仕方には大きな差があるのであり，一従ってまた農家女子労働力の動向の独自の分析も必要
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とされるのである。とは言え本稿は，先にも述べた様に，前稿同様『農家就業動向調査』を基  

にした，しかも全国レベルでの労働力の線量的な異動関係の把握に力点がおかれており，地域  

別・産業別・経営耕地規模別等々のレベルまで降りた就業動向の検討にまでは立ち至っていな  

いことを，予め断っておかなければならない4）。  

1） 藤澤建二「『低成長』下に於ける農家男子労働力の就業構造と賃労働兼業の動向」岩手大学教育  

学部技術科・職業指導料編『小野寺三夫先生退官記念論文集』（1986年）。なお本拙稿にほ表1と表5  

に校正ミスがあったが，表5についてだけこの場を借りて訂正しておく。表5，79年計「△56（△  

0．08）」→「56（0．08）」。  

2） これらの用語については，表1の注（2）を参照。この用語法ほ筆者特有のもので，労働市場にウエ  

イトをおいて簡明な表現を意図したものであり，本稿でもこれを踏襲する。なお「農業センサス」の  

利用にあたっては，「仕事が主」のみを就業者として集計しており，また沖縄を除いている。  

3） 阿部誠氏は，「60年代前半までは，労働力流動化政策の下で，農家労働力の離農，地理的移動に  

よって資本蓄積に必要な労働力を動員したのに対して，00年代末からの農家兼業労働力の利用は，資  

本が地理的に移動することにより，農村に滞留していた労働力を，流出の困難な層まで含めて，低賃  

金労働力として資本の下に動員していったという点では，資本の労働力政策の新しい段階を画してい  

るといえるだろう」と述べている。阿部「資本の高蓄積過程における農村兼業労働市場の展開とその  

機能一高度経済成長後半期の低賃金労働力基盤としての農家兼業労働力の検討－－」『三田学会雑  

誌』75巻6号，鑓頁。但し，労働力の「可動性」を産業予備軍の「要件とすることはできない」（83  

頁）という見解については，賛同し難い。その要件があるからこそ，資本の地理的移動という新たな  

対応がなされると考えるべきであろう。なお同氏は続けて「低成長」下における分析を行なっている。  

阿部「『低成長』下における農村労働市場の再編」黒川俊雄編『現代労働の支配と変革』労働旬報社，  

1984年。両論文共，『農家就業動向調査』をも含めた包括的な分析がなされており，教えられるとこ  

ろが多かったが，本稿では関説できなかった。  

4）『農家就業動向調査』上の用語の意味付けをはじめ，本稿の前提的なことのほとんどは，前稿と  

の重複を避けるため割愛してあるので，前掲拙稿を参照されたい。なお，同『調査』の分析として  

は，前痛も含めてこれまで触れたものの他，最近では，弘田澄夫『農家労働力の統計分析』（農林統  

計協会，1986年），田代洋一「変貌する農家の就業構造一塊代直系家族制度に関連して－」（『経  

済』1986年8月号）等々があり，それぞれ教えられるところが多かったが，本稿では直接関説できな  

かった。機会を改めるつもりである。  

ⅠⅠ農家女子労働力の就業構造  

1「仕事が主」就業構造の推移  

『農家就業動向調査』の検討に先立って，「農業センサス」によって農家女子労働力の「仕  

事が主」就業構造の推移を確認しておくことが本章の課題である。   

表1をみると，総就業世帯員数は「高成長」から「低成長」への代り目の70－75年に約99万  

人・16・6％の大幅減少となっている。これが「高成長」期の延長線上での減少でほないこと  

は，同時期の非就業世帯員数しかも「仕事に非従事」のそれが大きく増加に転じていることか  

らも窺える。また，非就業世帯員の内の「仕事に従事」が減少に転じたのもこの期の特徴だが，  

それはもっばら「自家農業のみ」で生じたのであり，逆粧それ以外の仕事では増加に転じてい  

るのである（実数で65－70年約8．5万人減から70－75年約5．2万人増へ）。   

さて，70－75年に大幅減少した就業世帯員数は，75－1氾・80－85年と減少幅を縮小させてい   



「低成長」下に於ける農家女子労働力の就業構造と貸労働兼業の動向  詰  

責1農家女子労働力の就業構造（仕事が主）  単位：人（％）  

（2）就業世帯員は普段の主な状態が「仕事が主の人」のみの集計であり，就業状態は次の略である。  

「農業専従者」＝自家農業だ桝こ従事した人o「Ⅰ兼型」＝自家農業とその他の仕事に従事した  

人のうち・自家農業が主の人。「Ⅱ兼型」＝自家農業とその他の仕事に従事した人のうち，その  
他の仕業が主の人。「専業型」＝その他の仕事だ桝こ従事した人。以下の諸表でも同じである。  

る。他方，非就業世帯員数ほ再び減少に転じ，掛こ80－85年の減少数約27万人は，就業世帯員  

数のそれ（約31万人）に近づく勢いである0これほ，「仕事に非従事」が再び減少に転じたこ  

とによるところ大であるが，それと共に「自家農業のみ」以外の「仕事に従事」非就業世帯員  

の減少への再転化（75「80年より）と減少数の増大（80－85年約3・4万人減）も大きいのであ  

る。こうした非就業世帯員と就業世帯員との関連は，次章の『農家就業動向調査』の検討に於  

いても重要なテーマとなる。なお，男子と比較すると，70年以降の女子就業世帯員数の減少率  

が高いことも注目される（表2を参照。男子は65－70年7．0％軌7ひ－75年9．8％軌75－80年  

5・2％減，80－85年5．8％減）。   

就業世帯員の内訳の動向についてほ，次の様にまとめることができる。   

①「農業専従者」は6ト75年に約209万人減少し，その構成比を大幅に低下させたが，75－  

85年は約49万人の減少に留まり，構成比の低下もわずかであった。   

②「Ⅰ兼型」は65－70年ほ増加したが，70年代に大きく減少し，80－85年も減少率32．4％と  

高い水準の減少が続いている。   
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③川兼塑」は65－70年の急増（約61万人・67．1％増）後，70－75年は伸びが大幡に低下し  

（約28万人・18．7％増），更に75年以降ほ減少に転じている（75－80年約11万人・5・9％減，80  

－85年紛8万人・4．9％減）。   

④「専業塾」は65－75年は減少だったが，75－80年に約11万人・17・2％増と大幅増如し，  

80－85年も増加が続いているが，増加幅はかなり縮小している（約4万人・5・3％増）。   

男子と比べると女子の場合ほ，75－85年に「農業専従者」が構成比でも低下していること  

（男子は75年21．1％→80年21．6％→85年22．9％），80－85年に「Ⅰ兼型」の減少が実数・率共低  

下し（男子は両方共上昇），また「専業塑」の増加が維持されていること（男子ほ減少へ再転  

化），等が特徴として指摘できる。つまり「低成長」下にあって，男子では兼業化が停滞ない  

し後退的な様相を呈していたのに対し，女子でほ更に兼業化が進展しているかに見えるのであ  

る。それほ単に「農業専従者」の構成比が低下しているからだけでほない。「Ⅰ兼型」＋「専  

業型」をみた場合，75年にはほぼ5割（48．7％）に達して農家女子労働力もその過半が農業を  

主としない段階に入っているのだが，それが75－80年にも微増（約5千人増）を記録し，80－  

85年ほ減少したとは言え減少率はわずか1．8％に過ぎないのである（男子は75－80年2．2％減→  

80－85年4．ア％減）。また，「∬兼型」＋「専業型」に占める「専業型」の比も，75年の26．4％  

から80年30．9％，85年33．1％と上昇し，兼業深化という点でも男子を凌いでいるのである（男  

子は75年17．2％→80年18．7％→85年19．1％）。  

2 年齢階層別コーホート比較   

（1） 「農業専従者」の減少低下と農業への滞留   

表2ほ就業世帯員を年齢階層別にコーホート比較して，その純増減を表わしたものである。  

この表で「農業専従者」の動向をみると，総数の純減テンポが75年以降大きく低下しているが，  

男子と比べるとそれ凝でほないことを予め確認しておかなければならない（男子は70－75年  

30．2％減，75→80年2．5％減，80－85年0．2％減）。とは言え女子にあっても，75－80年には期  

首年齢（以下，期首と略）20－29歳層は純増に転じ，30歳以上層殊に30－49歳層に於ける純減  

も格段の低下がみられ，それらが8ひ－85年も続いている。その意味で女子でも，「低成長」下  

に於ける農業への滞留傾向を認め得るであろう。単純な計算をすれば，「農業専従者」の総純  

減数に占める期首60歳以上層の割合は65－75年の20％台から75－80年60．0％，8ひ－85年79．3％  

へと急上昇し，ほぼリタイア層が「農業専従者」減の中心になっているとみれるのである。し  

かし他方，期末年齢（以下，期末と略）16－24歳層の同年齢層就業世帯員増数に占める割合は  

70－75年の5・6％から75－80年4．3％，80－85年2．3％へと低下しており，所謂学卒入職者層に  

於ける農業離れも依然として進行しているのである（男子は70－75年5．4％，75－80年6．6％，  

80－85年5．5％）。   

「Ⅰ兼型」ほ，70－75年に期首20－44歳層が純減に転じ，また45－59歳層の純減暗も大きく  

拡大した。期末16－24歳層の純増の縮小も考え合わせると，全年齢層に亘って収縮した訳であ  

る。ところが，純減率では前期を上回った75－80年には，期首20－29歳層では逆に純増に再転  

し，また30－34歳層も純減率は低下している。そして80－85年も期首20－29歳層の純増は続  

き，更に30－34歳層もわずかではあるが純増に転じている。つまり，75年以降の「Ⅰ兼型」は  

30歳台を境としてその動向が分かれているのであるが，それはある意味で，「農業専従者」の  

動向に照応ないし逝照応しているとみることができる。   
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単位：人（％）  
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そこで，「農業専従者」＋「Ⅰ兼型」（所謂「基幹的農業従事者」。『農家就業動向調査』の  

「農主」に相当）をみると，総数の純減率は70－75年32．9％，75－鮒年19．1％，80－85年12．9  

％と大きく低下してきているが，それは期首2ひ－29歳層の純増と30歳以上層の純減率低下によ  

る（純減率を70－75年と00ー85年でみると，期首3ひ一朗歳層30．3％→0．7％，35－49歳層器．8％  

→8．8％，50－59歳層36．7％→12．4％，00－64歳層48．7％→別．4％，65歳以上層67．5％→46．2  

％）。従って，特に中高年層に於ては「Ⅰ兼型」から「農業専従者」への後退という形での農  

業滞留を窺わせるものがあるのである。   

（2） 「ⅠⅠ兼型」の減少と「専業型」の増加  

「‡兼塑」の65－75年の純増は，期末16一別歳層を別とすれば，期首25－49歳層就中30－39歳  

層を中心としたものであった。しかし7ひ－75年にほ，30－44歳層は前期に匹敵する実数上の純  

増であったが，25一却歳層・45－49歳層では純増暗がかなり縮小し，加えて，20－24歳層の純  

減拡大と50－59歳層の純減転化が生じ，これらのことが総数での純増暗の縮小につながってい  

る。また期末16－24歳層でも，同年齢層就業世帯員増数に対する比率は65－70年の46．6％から  

41．9％へ低下していた。その意味で7什－75年の時期は，中年層ではなお強い「Ⅰ兼型」化への  

流れがあったものの，若年層及び高年層でほその流れが後退していたことが確認できる。   

75－80年になると，その後退が全年齢層にまで及んでいる。純増は期末16一別歳層と期首30  

－39歳層だ桝こなり，その純増暗も大きく縮小している（期末16－24歳層の同年齢層就業世帯  

員増数に対する比率も29．9％へ）。期首25－29歳層及び40－49歳層は純減に転じ，馳歳以上層の  

純減も大幅に拡大してい＼る（特に45－59歳層の純減数の大きさに注目）。続く80－85年は，総数  

の純減率が若干低下したが，内部にも変化がみられる。期首40－64歳層でほ純減率が上昇し，  

しかも45一朗歳層では実数でも前期を上回るなど，「Ⅰ兼型」からの離脱が加速されているのに  

対し，39歳以下層では，25－却歳層が再び純増に転じ，30－39歳層の純増率も上昇し，20－24歳  

層の純減率が低下するなど，中高年層とは逆に青壮年層では「Ⅰ兼型」化が進行したのである  

（但し期末16－24歳層の同年齢層就業世帯員増数に対する比率は2ア．7％と更に低下している）。   

「専業型」の総数の変動は，期末16－24歳層の純増数の変動に規定されるところ大である  

が，その同年齢層就業世帯員増数に対する比率は，65－70年の40．4％から70－75年52．1％，75  

－－－瑠0年65．4％，80－85年69．8％と上昇している。一方，期首20歳以上層の動向にも70年以降顕  

著な変化がみられる。即ち，70－75年にほ期首54歳以下層の純減率の大幅低下（特に20－49歳  

層では10・4～16．5ポイソト低下）と55歳以上層での上昇という動きが認められるが，75－80年  

になると，期首30－49歳層は純増に転じ，他の年齢層も55－59歳層を除く高年層をも含めて純  

減率が低下している。ところが80－85年には，期首20－24歳層と65歳以上層の純減率ほ引き続  

き低下したが，25－64歳層でほ，再び純減に転じた30－49歳層も含めて純減率の上昇となって  

いるのである。つまり，70年代にほ滞留あるいは増加傾向すらみえた「専業型」が，幼年代に  

入って若干その対応を変えてきているとみることができよう。   

「Ⅱ兼型」＋「専業塑」をみると，65－75年に総数でかなりの純増がみられるが，それは期  

末16一別歳層を別とすれば期首30－49歳層を中心としたものであって，この年齢層では70－75  

年には実数でも前期を上回っている。だが他の年齢層では，70－75年は前期よりも後遺してお  

り，それが総数での純増数の縮小をもたらしている。殊に，期首25－29歳層及び50－59歳層が  

既に純減に転じていたことに注目しなければならない。そして，これらの動向は基本的には「   
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Ⅱ兼型」によって規定されたものであり，従って70†75年の時期は，一方で中年層を中心とし  

た「‡兼型」への兼業化の強い流れがありながらも，他方でその前後の年齢層では兼業化の後  

退が表われつつあったと言えよう。それが前面に出てきたのが75－80年で，この時期は「Ⅰ兼  

型」の後退が「専業型」の増転によって相殺されて，総数では純増を維持したが（5千人・0．2  

％増），実際に純増だったのほ，期末16一別歳層（同年齢層就業世帯員増数に対する比率は94こノ0  

％から95・4％へ上昇）を別とすれば期首30ニ39歳層だけである（しかも純増率は40．8％から  

14・2％へ低下）。そうした中で総数がかろうじて純増を保っているのほ，期首白か－」24歳層の純  

減が縮小したからに他ならない（35．4万人・56．3％減から25．3万人・剋．5％減へ）。ところが  

80－鉱年にほ，総数でも純減笹転じた（4．3万人・1．8％減）。その直接的な要因は，一見する  

と前期の状況が続く下での期末16－24歳層の純増縮小にあるかに見えるが（対前期6．4万人減。  

但し同年齢層就業世帯員増数に対する比率は97・5％に上昇），実はそうで一土なく，期首24歳以  

下層でみると4車人程増加しているのである（75－80年18．9万人増から80－85年19．3万人増  

へ）。そして，期首25－29歳層の純減率も低下し（14．9％減→12．9％減），30－39歳層も率は低  

下したとは言え純増が続いており（80－85年12・7％増），従って期首39歳以下層に於ては前期  

よりも兼業化は進展しているとみなされるのである。それに対して40歳以上層では，お・しなべ  

て純減率が上昇している（殊に50－54歳層は2．9ポイント，55－59歳層ほ3．4ポイント上昇）。  

こうして，39歳以下層に於ける兼業化の進展にも拘わらず，40歳以上層での純減の加速化が総  

数の純減をもたらしたというのが，80－85年の事態なのである。こうした中での，若年層「Ⅱ  

兼塑」の70年代に於ける後退債向から80年代に入っての再進行，中高年層の「Ⅰ兼型」からの  

離脱傾向，「専業型」の70年代に於ける滞留ないし増加傾向から80年代に入っ七の25歳以上層  

での後退鹿向，といった動きが，両者間での異動をも通じて，その相対関係を変動させている  

のである。そのことを表わすものとして，（紙数の関係で検討はできないが）年齢階層別構成  

比を表3に掲げておこう。   

なお，兼業の動向を補足するために，非就業世帯員の内の「自家農業のみ」以外の「仕事が  

従」世帯員数の純増減をも，表4として掲げておく。農村地域労働市場に於ける，いわば「縁  

辺的労働力」を構成するこの層が，70－75年の期首64歳以下層での純増から，中高年層での純  
減に転じている様がみてとれるであろう。  

本章の最後に，次章で検討する『農家就業動向調査』と「農業センサス」とでの就業構造上  

の誤差を簡単に指摘しておこう。表出はしないが，『農家就業動向調査』の「年初人口」によ  

る就業構造は，「農業センサス」に比して，①就業世帯員数ほ約7～9万人多く，②「農業専  

従者」＋「Ⅰ兼型」（主として農業）の構成比が高く，③「Ⅰ兼型」の構成比が低く，④「専  

業塑」の構成比が低い，という差がある。以上を前提にした上で，『農家就業動向調査』によ  

る就業構造の推移を予め追っておくと，72・76・79年が節目となっている。72年は「主として  

農業」が大幅に減少し（71年72．4％→72年62．2％），「Ⅷ兼型」が伸びた（12．2％→21．3％）  

年で，「専業型」ほウェイトは上昇したが実数では減少している。76年も「主として農業」が  

再び大幅減少し（75年56．8％→76年51．9％），「Ⅰ兼型」が伸びた（別．8％→31．1％）年であ  

るが，「専業型」はウェイト・実数ともに低下している。79年には「主として農業」が一時的  

に増加したが，80年以降は再び減少を続けている。「Ⅰ兼型」は78年まで増加していたが，同  

年がピークで79年以降減少に転じている。それに対して「専業型」は78年以降増加が続いてお  

り，ウェイトでも77年以降上昇が続く。   
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表3 年齢階層別就業構造（女子・仕事が主・構成比）  単位：％  

40  

出所：「農業センサス」より作成。   

注：（1X2）表1に同じ。（＄）構成比は各年齢階層の就業世帯員計に対するもの。  

表4 「仕事が従（自家農業のみを除く）」の年齢階層別コーホート比較による純増減（女子）  

単位：人（％）  

期末年中ト1司加→4l25－が－3い3小卜可4…小卜可5叶可5卜59l齢一項65－づ9い0以上l計  

出所：「農業センサス」より作成。  

注：蓑2に同じ。  

ⅠⅠⅠ農家女子労働力の労働市場   

1 就業世帯旦数の増減と域外労働市場   

（1） 就業世帯員数の増減経路の変化  

前章でみた「農業センサス」に基づく就業構造の推移を念頭に置きつつ，『農家就業動向調  

査』によって，貴労働兼業の動向を軸として，就業構造の変動をもたらした動態的な過程を検   



「低成長」下に於ける農家女子労働力の就業構造と賃労働兼業の動向  41   

討することが本章の課題である。   

そこでまず，表5によって就業世帯員総数の純増減経路の変化を追ってみよう。   

①60年代後半は，65年を別とすれば，67・68年の純増をはさんだ前後ほ小幅の純減笹留ま  

っている。この時期は「家事その他」の純増が大きかったことが特徴で，「その他転出入」・  

「農家増減」の流出超過も決して小さい訳ではないのだが（66－69年平均それぞれ656盲人減  

・399百人減），トータルでほ66－づ9年平均49百人増となっている。なお，69年にほ「その他転  

出入」・「農家増減」の純減数が増大してきており，70年以降へと連なっていく。   

②7d－73年（71年は欠，以下の叙述でも71年は省く）にほ純減が著しく増大した。「勤務者  

転出入」の純増は前期に比して増大しており（鉱一69年平均31盲人増→70－73年平均槌音人  

増，以下同じ），「就職転出・離職転入」の純増桁小にも拘わらず（31百人増→13盲人増），両  

者を合わせた流入超過ほ増大しているのだが，「その他転出入」・「農家増減」の流出超過が  

大幅に増大し（対66－69年平均それぞれ209百人増・198百人増），結局全体として溌出超過が  

更に拡大した（993百人減→1380百人減）。加えて「家事その他」の純増も急速に備小した（表  

5に参考として掲げた「家事その他」と「就職転出・離職転入」との間での純減数を大きく下  

表5 農家女子就業世帯員の純増減経路  単位：百人（％）  

（参考）  

産能実腰苦笑  
その他  
転出入  

農  家  
増  減  死 亡l雲警告他1蒜孟宗甑  

△356（△0．49）  

△58（△0．08）  

112（0．16）  

191（0．27）  

△50（△0．07）  

△729（△1．06）   

－  （－）  

△800（△1．32）  

△941（△1．58）  

△984（△1．66）  

△883（△1．53）  

△662（△1．25）  

△659（△1．㌘）  

△677（△1．32）  

△104（△0．20）  

△388（△0．75）  

△439（△0．86）  

△574（△1．13）  

△479（△0．96）  

△470（△0．95）  

△609（△1．24）  

△ 

1， 

脚 
親 
飢 
137 

‥＝川叫 051 

Ⅷ 野 

リ、－叫 郎 
‥‥‥叫 閥 
㌦トー 665 

㌧一吋 紺 
・ぃい 511 

■・．．い 般 
㌦－州 412 

－．．㍉． 365 

小．hい 339 

‖．い叩 302 

－い八 ∽ 
‥・‥仙 出 
㌧・“ 郷 
い．ト  n216 

出所：「農家就業動向調査」より作成。   
注：（1）14歳以下も含む。74年より沖縄を含む。（2）71年は他の欄不明。   
（8）△印は純減。（4）カツコ内ほ年初人口の就業世帯員数に対する増減率。  
㈲ 参考欄は非就業世帯員の「就職転出・離職転入」の純増減。   
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回っていることに注目しておかなければならない）。   

③74・75年ほ前期を上回りさえする純減が続いたという点で特徴的である（男子では74年に  

純減暗が大きく縮小したのであったが，女子ではそれが76年まで持ち越されている）。しかし  

内容的には，明らか鱒前期とは異なった様相を呈している。すなわち，「勤務者転出入」●  

「その他転出入」・「農家増減」の何れもが純増あるいは純減幅を一段階縮小させており，特  

に後二者の締小が大きく，従って全体の流出超過も大きく縮小している（74・75年平均1029百  

人減）。にも拘わらず総数純減が縮小しなかったのは，「家事その他」の純増の急縮小による。  

そうした意味で，前期とは区別される段階なのである。   

④76－78年ほ平均666百人減で，前期を201盲人も下回るが，それでもまだ高い水準での純減  

が続いた。「家事その他」の純増は76年のボトムから再び増大しているが，他方「その他転出  

入」の純減も78年にかけて増大し，また「就職転出・離職転入」の純増が78年に急縮小するな  

ど，それらのことが総数の高位純減笹結果している。   

⑤79年ほ総数純減が104盲人にまで落ちた年である。それは，「その他転出入」・「農家増  

減」の純減縮小もあるが（対78年でそれぞれ122百人・52百人減），なんと言っても「家事その  

他」の純増の急激な増大（対78年339百人増）に帰国するものであり，更に「勤務者転出入」  

の純増増大も著しい。これらほ何れも72年以降のピークとなっている。また，参考として掲げ  

た「家事その他」と「就職転出・離職転入」との間での純減数も，この年を境に「家事その他」  

の純増数を下回るようになったことも注目に値する。   

⑥80年以降は，全体として総数の純減は76－79年よりも更に一段階縮小しているが，その中  

では82・85年にピークがみられる。「その他転出入」の純減は肺小基調であるが，「農家増  

減」の純減は00・82年に少し落ち込んだもの？，他の年は300百人減前後を維持している0一  

方，「家事その他」の純増は趨勢としては縮小基調であるが，82・85年の落ち込みは特に激し  

く（対前年それぞれ178百人・138盲人減），これらの年の総数純減増大の基本的要因となって  

いる。   

以上の流れを70年代後半以降について振り返ってみると，いくつかの特徴的な儀向を指摘で  

きる。その一つほ，就業世帯員の農家世帯からの流出超過が段階を追って縮小してきているこ  

とであり（76－78年平均853盲人減，79年749百人減，80－85年平均805百人減），そのことが総  

数の純減の僚向的縮小に反映している。こうしたいわば農村の外部への流出（但し厳密にはそ  

れだけを意味しているのではないが）の縮小は，就業世帯員のみならず非就業世帯員に於ても  

みられるところである（表5の参考欄参照）。一方，就業世帯員と非就業世帯員の関係を表わ  

す「家事その他」の純増も，60年代後半と比べると大きく低下しているのだが，ここでの特徴  

はむしろ，それが大きな波を措いて変動しているという点にこそあり，そのことが総数純減の  

変動の故に反映しているのである。これらの点についての更に立ち入った検討は次項以降の課  

題である。   

最後に，男子と比較した女子の特徴を補足しておくと，男子にあっては，「就職転出・離職  

転入」の純増が一定の重みを持ち，「勤務者転出入」が純減基調であったのに対し，女子では  

「就職転出・離職転入」はとりわけ78年以降ネグリジプルな数値になっており，また「勤務者  

転出入」がかなりの純増であること，更に「その他転出入」の純減が男子よりもはるかに大き  

いことなどが対照的である。なお総数の純減数では，73年までほ男子が女子を上回っていたの  

が74年以降逝転していることも付け加えておこう。   
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（2）域外労働市場との流動性の低下と選流率の上昇   

表6は域外労働市場との流動関係を表わす「勤務者転出入」・「就職転出」・「離職転入」  

の内訳を整理したものだが，この表から次の諸点を特徴として指摘できる。   

①流出計はほぼ一貫して急速に減少しているが，81年以降は，84年に大きく減少したものの  

若干停滞的な様相を呈してきている。一方，還流計も基本的には減少基調だが，71・77・80年  

にはかなりの増加をみている（この内77・80年は流出計の微増が対応している）。還流計の減  

少テンポほ流出計のそれより緩やかなため，還流率ほ80年までは毎年上昇してきたが，81年以  

降は上下の変動がみられるようになった。   

②流出の大部分は「家事その他」からの「就職転出」で（7～8割），従って流出計の減少は  

何よりもまず「家事その他」⊥「就職転出」の一貫した減少に起因している。一方，還流計に  

占める「離職転入」→「家事その他」のウエイトが高いことほ女子の特徴で，3～4割に達す  

る（男子ほ1割台）。なお，域外労働市場と「家事その他」との関係は，前掲表5の参考欄に掲  

げておいたように，流出超過数の急減少であるが，それが新卒「就職転出」の減少に起因して  

いることは言うまでもない。  

表6 「勤務者転出入」・「就職転出」・「離職転入」（女子） 単位：百人  

就業一画勤務者転出  就 職 転 出  勤務者転入r 離 職転 入  
流出計衛兵廃  
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202  94  

981  

932  

941  

874  

660  

691  

572  

565  

548  

439  

432  

出所：「農家就業動向調査」より作成。   

注：（1）表5に同じ。（2）就業世帯員流出（還流）小計は流出（還流）計から「家事その他」を引いたも  

のであるが，「勤務者転出入」に「勤務が主」以外との転出入を含む年があるため，その年は内訳  

と一致しない。（3）還流率は還流計／流出計。（4）ラウンドの関係で計と内訳は一致しない場合が  

ある。   
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③就業世帯員の流出は，66－73年の300盲人台（68年は277盲人）から7む⊥ア8年の王犯0盲人台  

（75年は197盲人），更に79年以降は100百人台と，段階的に減少している。その内訳をみると，  

「農主」からの「就職転出」は60年代後半から70年代前半にかけて急速た減少し，70年代後半  

以降は「自営兼業から」と共にネグリジプルである。一方，「専業型」からの「勤務者転出」  

は，趨勢としてほ減少基調 

込みは大きく，就業世帯員流出小計の段階を区切る位置にある。なお，81年以降ほやはり停滞  

的と言えるだろう。就業世帯員流出d、計に占める「専業型から」の割合は，60年代後半の5割  

台から74年以降の7割台へと高まっている。また，「Ⅰ兼型」からの「勤務者転出」は，多少  

のプレはあるものの30百人前後を中心に比較的コンスタントであり，そのウェイトも77年以降  

ほぼ2割台である。   

④就業世帯員の還流は，65年以外は→賞して流出を上回っているが，74・75年に大きく減少  

して以降，波を措きながらも減少基調にある。その内訳をみると，「農主」への「離職転入」  

が流出の場合と同様に60年代後半から70年代前半にかけて急速に減少し，80年代には「自営兼  

業へ」と共にネグリジブルになっている。一方，「専業型」への「勤務者転入」は，就業世帯  

員還流の大宗としてそのウェイトも78年以降は7割台後半を占めるに至っており（84年は83．0  

％に達し，85年も79．8％），66年以降常に「専業型」からの洗出を上回っているが，73年のピ  

ーク後は基本的には減少基調である。但し「専業型」での転入と転出の差，即ち還流超過数は  

一概に減少懐向とは言えず，73年の96盲人のピーク以降も，76年に31盲人へ減少した後79・80  

年に85盲人をマークし，幻年に再び37百人まで減少した後朗年56百人・85年51盲人という具  

合に，かなり大きな波を措いて推移している。なお，「Ⅰ兼型」への転入は転出の場合と同様  

で，その転出入はほぼ相殺されている。   

結局，域外労働市場と農村地域労働市場との間での直接的流動関係ほ「専業型」を中心とし  

たものであり，しかも全体として66年以降還流超過であるという点に女子の特徴をみることが  

できる。そこで，表出ほしていないが，「専業型」の転出入の年齢階層別動向を簡単に補足し  

ておこう。転出では，24歳以下層が73年までははぼ8割台を占めていたが，74年以降低下し  

て85年には41．8％にまで下がり，替りに25－39歳層が53．9％（内25－29歳層別．1％）を占め  

るに至っている。一一方，転入も，77年までは24歳以下層がほぼ8割台を占めていたが，85年に  

は62．0％にまで低下し，挙って25－39歳層が35．1％（内25－29歳層23．9％）を占めるようにな  

っている。つまり転出入共，はぼ70年代後半以降とりわけ80年代に入って年齢構成の上位シフ  

トが進行しており，それほ特に転出に於て著しい。年齢階層別の入出超をみると，別歳以下層  

では65・67年を除いて入超であるのに対し，25－29歳層はアア年までほはぼ出超で（67・70・乃  

年は入超），78年以降入超に転じており，また卸歳以上層は67・82年を除いて出超である。   

以上を踏まえて，農家女子世帯員と域外労働市場との関係をまとめると，次のように言うこ  

とができよう。即ちそれは，若年層を中心とした「家事その他」および「専業型」と域外労働  

市場との関係，そこでの流出超過が基本なのだが，70年代後半以降とりわけ00年代に入って域  

外労働市場との間での流動性が急速に縮小し，流出超過数も急減少するなかで，還流率は高ま  

り，特に「専業型」の還流超過が25－29歳層にまで拡大されてきているのである。その意味で  

は女子にあっては，域外労働市場のウェイトが男子よりもほるかに強く低下してきていると言  

えよう。   
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2 農村地域労働市場と就職者・離職者の動向  

（1） 「在宅就吸」   

前節でみたように，農家世帯からの女子労働力の域外労働市場への流出は74年以降急速に減  

少していったが，それはとりわけ「就職転出」に於てだった。そこで本節ではまず，「就職転  

出」と農村地域労働市場での就職である「在宅就職」との関係を図1をもとに検討しよう。  

出所：「農家就業動向調査」より作成  

図1就 職 者 の 推 移（女子）  

「就職転出」と「在宅就職」を合わせた就職者総数は，60年代後半から73年までは40万人前  

後の高い水準で推移していたが，74年に∵挙に7．5万人減少し，更に76年までに7．4万人減少し  

て26万人となり，それ以降も78年と80年のピークを挟みつつも減少基調で，95年の就職者数は  

16．5万人にまで落ち込んでいる。その内訳をみると，「就職転出」が一貫して減少してきたの  

に対し，「在宅就職」は73年まで増加した後，総数と同じ軌跡を措いでいる。つまり，73年ま  

でほ「就職転出」の減少を補う形で「在宅就職」が増加し，従って農村地域労働市場のいわば  

順調な拡大がみられた訳だが，74年以降ほ，「就職転出」が更に減少を続ける一方で，「在宅  

就職」は激しい増減を繰り返し，その動きがストレートに総数の動向に反映している。この関  

係は，新卒就職者と一般就職者（新卒以外の就職者）の場合にも当てはまる。   

表7は，それらをクロスしたものである。これによれば，「就職転出」の中心である新卒者  

の急減少と共に，「一般就職転出」も若干の波を措きながらも急減少しており，特に後者は70  

年代後半以降は実数上も構成比上もネグリジブルになっている。一方，「新卒在宅就職」は68  

年まで増加した後減少に転じているが，それでも75－81年は900盲人台で比較的安定しており  

（但し76年は856盲人），同時期の「新卒就職転出」の332盲人減と対照的である。しかも注目す  

べきは，68年以降「新卒就職転出」を上回り，その差が81年まで拡がってきていたことであ  

る。なお，82年以降は実数上ではむしろ「新卒在宅就職」の減少の方が日立っている。また，  

「一般在宅就職」は，66年の747百人から73年の1965盲人まで急増の後，76年のボトムまでの   
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表7 「就職転出」・「在宅就職」の新卒・一般別構成（女子） 単位：百人（％）  

46  

、l、 

・■・・ 

ミl  

在  宅 就 職  就  職  転  出  

小  計 一 新  卒 垂 一   小  計l新 卒l一  般  

出所：「農家就業動向調査」より作成。   
注：（1）表5に同じ。（2）カツコ内は就職者総数に対する構成比。  

（a）ラウンドの関係で総数と内訳は一致しない場合がある。   

わずか3年間に900盲人余りも減少し，その後も80年までは大きな増減を繰り返し；81年以降  

は減少が続いている（但し83年は微増）。なお，「一般在宅就職」は70年に「新卒在宅就職」を  

上回り，それが78年まで続いたが，79年以降は幼年のピーク時を除いて新卒とほぼ同じになっ  

てし、る。   
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こうして，新卒・一般いずれの場合でも，「在宅就職」即ち農村地域労働市場の動向が，農  

家女子世帯員の就職動向を決定的に規定するようになっているのだが，とりわけそれは「一般  

在宅就職」について言える。そうした中で，80年代に入って，新卒・一般共に「在宅就職」の  

かなりの減少が続いていることに注目しておかなければならない。   

次に，表8によって「一般在宅就職」の年齢別・就職前の就業状態別動向を検討しよう。   

①60年代後半から73年のピークに至る過程を年齢別にみると，35－59歳層の伸びが目覚し  

く，構成比を65年の31．9％から73年の51．2％へ上昇させており，また30－34歳層も11％台の構  

成比を維持する増加となっているし，60歳以上層の伸びも大きい。それに対して29歳以下層  

では構成比を低下させており，殊に別歳以下層は65年の44．1％から73年の24．5％への低下で  

ある。つまり，73年のピークに向っては，稔じて30歳以上層に於ける増加が著しかったのであ  

る。   

②ところが76年のボトムに至る過程では，その30歳以上層就中35－59歳層が構成比の低下を  

伴う減少となっている。そして35－59歳層はこれ以降も，78・幼年のピークの年は構成比を上  

昇させ，それ以外の年は低下させるという形で83年まで推移し，全体として構成比を低めつつ  

も「一般在宅就職」の変動をリードしてきたのだが，朗・85年は級数での減少にも拘わらず構  

成比が上昇している点で注目される。ここで，78年以降の35－59歳層の内訳を補足しておく  

と，78年にはお－39歳層10，7％・40－49歳層23．9％・50－59歳層11．6％という構成であった  

が，4（トー49歳層は79年に18．1％へと大きく低下し（従って35－59歳層の低下のほとんどはこの  

年齢層のもの），更に80年にも17．6％へ低下して，その後若干の変動を伴いながら85年の18．2％  

に至っている。58－59歳層は，79年10．8％・80年12．1％の変動後お年10．2％まで低下して85年  

11．2％という推移である。一方，3㌃－39歳層は79年に11．8％へ上昇し，次いで82年の9．8％ま  

で低下した後，お年から上昇むこ転じて84年13，0％・85年12．8％となっている。従って，それぞ  

れの年齢階層で動きは異なり，78年時点から85年をみた場合，40－49歳層の構成比低下と35－  

39歳層の上昇という対照をなしているのだが，しかし84年に上昇するという点では共通もして  

いるのである（85年は何れも徽低下）。なお，60歳以上層では朗・85年に低下していること卑  

付け加えておく。   

③30－34歳層は，77年まで35－59歳層と共に構成比を低下させて78年に上昇に転じた後は，  

83・84年の徴低下を除いて上昇が続き，85年には16．9％に達している。つまり，78年のピーク  

を境にして，明らかに35歳以上層就中40歳以上層とほその動きを異にし，78－85年間にその構  

成比を6．8ポイントも高めたのである（40－49歳層の5．アポイント低下と対照的）。   

④25－29歳層は，他の年齢層とは様相が異なり，76年ではなく74年がボトムで，それ以降78  

年まで実数上でも増加し，しかも78年の214百人は全期間を通しての最大ピークであり，糾年  

も73年を超えるものであった。構成比も74－80年に5．6ポイントの上昇をみている。従ってこ  

の70年代後半の時期は，大きな変動を伴いながら縮小していく30歳以上層に替わって，25－29  

歳層が（次にみる24歳以下層と共に）農村地域労働市場に進出したのであった。ところが81年  

以降になると停滞的になり，むしろその地位を30－34歳層に譲っているのである。   

⑤24歳以下層は，74－80年間に実数・構成比共変動を繰り返しているが，よくみると，乗数  

上の変動幅は比較的小さく（78年と79年の差100百人は30－34歳層の76年と80年の差68盲人と  

比しても大きくはないだろう），また構成比も，78・80年のピーク時には他階層の余汲を受け  

て低下しているものの，全体としてほ上昇儀向だったのである（74－79年で8．アポインh 74   
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表8 「一般在宅就職」の年齢別・就職前の就業状態別構成（女子） 単位：百人（％）   
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出所：「農家就業動向調査」より作成。  

注：（1）表5に同じ。（2）年齢別構成では，新卒者を24歳以下層から一括して引いた。  

（3）カツコ内は「一般在宅就職」総数に対する構成比。（4）ラウンドの関係で総数と内訳は一致しな  

い場合がある。   

－80年でも5．5ポイントの上昇）。その意味で，25－29歳層と同じ事が言えたのであるが，81－  

83年には停滞的になり，朗年以降ほハッキリと低下してきている。この24歳以下層の朗年以降  
の低下が，25一別歳層にあっては85年の，35－59歳層にあっては朗年以降の構成比の上昇をも  

たらしたのであった。   
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こうして，70年代後半には，35歳以上層の大きな変動の中で，新卒をも含めた29歳以下の若  

年層が中高年層をいわば弾き出す形で，縮小する農村地域労働市場に進出したが，70年代末か  

ら幼年代に入ると，一方で24歳以下層の進出にブレーキがかかり（絶対的減少も大きく影響し  

ているだろうが），他方で40歳以上層も後退する中で，30歳台がそのウェイトを高めてきたの  

である（30歳台の構成比は78年の20．9％から85年29．7％へ）。   

以上の過程を就職前の就業状態別にみると，「農主から」は73年をピークとし，それ以降は  

急速に減少していくが，年齢構成では（表出していない）73年に70．6％を占めた35歳以上層が  

85年には82．9％（内40歳以上層70．7％）と高齢化が進行している。一方，「家事その他から」  

ほ，73年のピークにかけては「農主から」の急増の陰で構成比的には低下すらしていたが，75  

年以降持続的に上昇し，76年には5割を超え，85年は71．0％に達している。実数上も，78・80  

年のピークは73年を超え，他の年もほぼ60年代後半を上回り，ピーク時を除けば即年代も70年  

代後半に匹敵している（84年から減少しだしているが）。これを年齢構成上から簡単に特徴付  

けると（表出していない），71年まで6割台を保っていた24歳以下層は73年に5割を割り，そ  

の後もほぼ一貫して低下して85年は31．9％である。35－39歳層は65年には13．0％に過ぎなかっ  

たが，73年までに23．6％に上昇し，その後は83年まで2割台前半に停滞していたが，朗年から  

上向いて85年には28・7％になっている。この両者の間で，70年代後半には25－29歳層が構成比  

を高め（65年10・4％→73年14・2％→80年20．5％→85年18．8％），80年代には3ひ－34歳層が上昇  

している（65年7・5％→73年9・7％→00年13．3％→85年19．9％）。また35－39歳層が78年の6．8％  

から85年の12・6％へ上昇していることも考え合わせると，「家事その他から」に於ても，70年  

代後半以降段階を追って，年齢構成が上位へシフトしてきていることがわかる（因みに，「家  

事その他から」25－39歳層の「一般在宅就職」に占める割合は78年20．8％→85年36．5％）。   

ところで，前項でみたように，「離職転入」は「家事その他」に流れ込んでいるのだが，そ  

の年齢構成をみると（表出していない），そのほとんど（85年で95．0％，他の年もほぼ同様）ほ  

29歳以下層で，その範囲内で年齢構成の上位シフトが進行している（85年で19歳以下層21．2％  

・20－24歳層58・6％・25－29歳層14．1％）。このことをも勘案して，農村地域労働市場と域外  

労働市場との関連を考えるならば，「勤務者転入」にみられる域外労働市場→農村地域労働市  

場の流れと共に，「家事その他」を媒介環とする「離職転入」と「在宅就職」の連結，即ち域  

外労働市場→「家事その他」→農村地域労働市場という流れをも，現実的なものとして措定で  

きるであろう。   

（2） 「在宅離職」   

農村地域労働市場での貸労働者減は，縁事を中心とする「その他転出」と死亡を別とすれば，  

「勤務者転出」と「在宅離職」によってもたらされるが，前者については既に検討したので，  

本項では，「在宅就職」の対極をなす「在宅離職」の動向を検討することが課題である。なお  

「勤務者転出」と「在宅離職」の合計に対する「勤務者転出」の割合ほ，男子の場合のほぼ半  

分で，大雑把に言えば，70年までの2割台後半，77年までの2害胎前半（74・75年は16％）か  

ら78年以降1割台前半へと低下してきている。   

さて，表9によって「在宅離職」総数の推移をみると，71年以降急激に増加して72－74年に  

10万人を突破した後，76年の8万人まで減少，78年には13．6万人に増加，翌79年は8．8万人に  

減少，そして80－82年に再び10万人を突破して85年の7．7万人に減少するという具合に，大き   
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表9 「在宅離職」の年齢別・離職後の就業状態別構成（女子）   単位‥百人（％）   
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出所：「農家就業動向調査」より作成。   
注：（1）表5に同じ。（2）カツコ内は総数に対する構成比。  
（8）ラウンドの関係で総数と内訳は一致しない場合がある。   

な変動を繰り返している。ここで特徴的なのは，その波が「在宅就職」とほぼ軌を一にしなが  

らも，60年代後半を超える高い水準での変動であること，74－75年の減少が小さいこと，78年  

のピークが極めて大きいこと，80年以降の減少が緩やかであること，等であろう。そこで，以  

上の動きを年齢別にみると 【   
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①73年までは，24歳以下層を中心とする29歳以下層が，構成比を低下させつつもなお5割台  

を占め（乃年50．9％），実数上も増加していたが（飢歳以下層は73年に微減），他方「在宅就  

職」の急増した35－59歳層も特に71－73年に急増し，構成比も急上昇していた。この時期の「  

在宅離職」は，まさしく農村地域労働市場の拡大に伴う反発だったのである。   

②ところが，74年以降になると様相が異なってくる。まず，24歳以下層と25－29歳層の動き  

がハッキリと分れてくる。前者は実数で75年まで減少した後，78年のピークまで増加するが，  

このピーク自体が73年をかなり下回るものであり，それ以降も80年の微増を挟んで急縮小して  

いく。構成比も組数のボトムの76・79年に上昇したものの，全体としてほ急速な低下である。  

それに対して後者は，実数でも75年に73年を上回り，77年以降も78年の最大ピーク・幼年のそ  

れに次くやピーク以外の年でも幻年までやほり73年を上回っている。構成比も，77年の18．0％以  

降，変動しながらも低下焼向にあるとは言え，85年でなお15．1％を占めている。   

③35－59歳層は，74年が73年を上回り，「低成長」のとば口で真っ先に反発されたのである  

が（前後の30－34歳層及び60歳以上層と共に），その後も減少は小さく増加は大きく（例えば，  

同年層の「在宅就職」が74－76年271百人減・76－78年228古人増に対し，「在宅離職」は138盲  

人減・飢9盲人増，また80－85年は飢5盲人滅に対し135盲人減），しかも81年以降は，「在宅就  

職」数をすら上回っているのである。なお，78年以降の35－59歳層の内訳をみると（表出して  

いない），35－39歳層は78年5．7％から79・80年5．9％を経て85年4．8％と，ウェイトも小さく変  

動も比較的小さいが，4ひ－49歳層が78年265百人・19．5％から85年96百人・12．4％へと繍小し  

ているのに対し，50－59歳層は78年237百人・17．4％から83年268百人・27．2％を経て85年224百  

人・28．9％という推移であり，この年齢廟で「在宅就職」を上回る「在宅離職」の絶対的ない  

し相対的増加が続いている（しかもその閑差ほ78年の63盲人から83年179盲人へと拡がり，そ  

の後縮小するも85年150盲人）。60歳以上層に於ける「在宅離職」の急増と合わせると，高年層  

に於いて絶対的な反発が進行していることは明らかであろう。   

かくて「在宅離職」は，70年代後半以降とりわけ80年代に入って，年齢構成の上位シフト，高  

年層化が進行しているのだが，同じ時期に「在宅就職」が青壮年層化していたことと考え合わ  

せると，両者の間で急速な入れ替えが進行したとみることができるだろう。しかもそれが，高  

年層のいわば正常なリタイアによる世代交替だけではないことほ，3ひ－49歳層の「在宅離職」  

が閃年の32．3％から低下しながらも85年になお25．6％を占めていること ，また50歳台の「在宅  

就職」が依然として10数％を占めていることなどからも窺うことができよう。だが，この点の  

検討は次項に譲る。   

「在宅離職」後の就業状態を簡単にみておくと，「農主へ」は74年の39．0％以降基本的には  

低下候向であり，離職者の受皿としての枚能を特に若壮年層に於て低下させてきているが（「  

農主へ」の年齢構成は，別歳以下層74年26．1％→85年9．5％，40－49歳層78年37．0％→鈷年  

18．9％，50歳以上層78年32．8％→お年66．7％），他方「家事その他へ」は85年には70．3％に達  

し（85年の年齢構成でほ29歳以下層38．9％・30－49歳層23．4％・50－59歳層23．5％・60歳以上  

層14．3％），「家事その他」の中に潜在化していかぎるを得ない大量の農家女子労働力が蓄積さ  

れているのである。そのことを傍証するものとして，非労働力率（年初人口に於ける「家事そ  

の他」の比率）の推移をみることほ，一定の意味があるだろう。表出はしないが，20－24歳層  

74年23．0→76年26．0→・84年22．7・25－29歳層74年33．1→77年37．4一十朗年諮．7・30一別歳層74年  

26．0→84年40．2・35－39蔵層74年15．1→84年35．6・4（トー49歳層74年11．9→75年15．8→78年14．5   
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2．3・60－」；4歳層74年53．2→75年58．7→  

（単位％）という推移で，70年代後半以  

上昇というコントラストをみてとれる。  

→84年17．6・50－59歳層74年26．0→75年32．0→  

84年37．2・65歳以上層74年83．1→77年87．5→84  

降の若年層及び高年層に於ける低下と中年層に  

非労働力率は，様々な要因によって規定され，とりわけ女子に於てはそうであるから，速断を  

差し控えなければならない面もあるのだが，高年層に関しては農業への吸収が一定の重みを持  

っていることと係わっていようし，若年層に関しては，「低成長」下に於てまさにこの年齢層  

が中高年層と代替的に農村地域労働市場に吸引されていったのであった。そうであればこそ，  

中年層に於ける非労働力率の高まりほ，この年齢層に於ける失業者の滞留を示唆していると言  

えよう。  

（3） 在職年数別「在宅離職」構成  

前項でみた「在宅離職」の動向を，更に在職年数別に検討することによって，その実態がよ  

り鮮明になるであろう。それが本項の課題である。但し，予め断っておかねばならないのは，  

ここで言う在職年数とは同一の雇用主に継続して雇われていた期間を指すのではないことであ  

る。『農家就業動向調査』では「いままで勤めていた会社をやめ，引き続き他の会社に勤める  

ような異動は，職業異動とはみなさない」からである。在職年数とは，単に賃労働者であった  

期間を指すだけで，それが長いことと，その雇用が安定的であったか否かとは，全く無関係な  

のである。   

さて，表10によって，在職年数別の動向を時期を追ってみていこう。   

①73年のピークに至る過程の特徴は70年との比較に於てみることができる。即ちそれは，20  

一別歳の在職年数1～2年層（73年137百人）と35歳以上の1～2年層（同181百人）・2～5  

年層（同133百人）の急増にあり，特に1～2年層の増加が著しく，1～2年層計での269有人  

増ほこの期間の「在宅離職」増数の55．8％を占める。73年の2年未満の「在宅離職」は53．8％  

に達し（70年43．7％，なお68年も52．5％），「高成長」期に於ける農家女子労働力の大量的動員  

が，その短期間に於ける回転を伴っていたことを物語っている。   

②高位の離職が続いた74年ほ，20－24歳1～2年層の離職は減ったが，35歳以上1～5年層  

の高水準が続き，加えて35歳以上5年以上層が急増した（70－73年にも29百人増であったが，  

それが更に54百人増）。「在宅就職」が急減する中で，若年層の離職は減少したが，中高年層に  

あっては逝に長期在職者にまで拡大していったのである。これが76年のボトムになると，全体  

として2年未満層が縮小するのほ，74年以降の「在宅就職」の急減から考えても不思議ではな  

いが，そして35歳以上2～5年層の縮小もこれまでの高水準での離職の反動ともみれるが，挙  

って，20－24歳2～5年層・25－29歳5年以上層及び35歳以上5年以上層の離職がかなり増加  

し，その他の年齢層でも2年以上層の増加または74年水準維持がみられる。76年の全体での2  

年以上層は67．0％に達している（75年63．2％）。従って76年のボトムは，あくまでも短期在職  

者の離職の減少というに過ぎなかったのである。   

③「在宅離職」の最大ピークである78年は，一方での「在宅就職」の増加もあって，2（トー24  

歳層及び35－59歳層での1年未満層の離職の増加もみられたが，全体の増勢からするとわずか  

に過ぎず，1～2年層も伸びていない。この時期最も増加が著しかったのは，35－59歳2～5  

年層で（123百人増），35－59歳5年以上層がそれに次いでいる（79百人増）。更に，20－24歳  

2～5年層（59盲人増）及び25－29歳5年以上層（58百人増）の増加も大きく，これらの年齢   
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表10 在職年数別「在宅離職」（女子）  単位：百人（％）   

出所：「農家就業動向調査」より作成。   

注：（1）表5に同じ。（2）カツコ内は各年の「在宅離職」総数に対する構成比。  

（3）ラウンドの関係で総数と内訳ほ一致しない場合がある。   

層を中心とした2年以上層の増加509百人（内2～5年層267百人，5年以上層別2盲人）は「在  

宅離職」全体の増加（560盲人）の9割を占め，2年以上層のウェイトは76．9％に達する。詳  

しい区分でみると，20－24歳3～5年層（113古人）・25－29歳5～10年層（92百人）・35－  

49歳層の5～10年層（89百人）及び3～5年層（81百人）の離職が特に大きく，これらの年齢  

層を中心とした3～10年層が51．8％を占めている。長期在職者と新たな「在宅就職」者との入  

れ替えがこの年急速に進行し，しかもそれは，若青年層をも巻き込んでいたのである。   

④80年にほ，3年未満層及び3～5年層のウェイトが低下する一方で，10年以上層が実数で   
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も増加しており，より長期在職者の離職が進む。その中心は50歳以上層だが，25－49歳層に於  

ても10年以上層ほ実数上の増加となっており，また49歳以下層の5～10年層も依然として大き  

なウェイトを占めていることを見落してはならない。85年になると，5年未満層のウェイトが  

更に低下し，5年以上層だけで65．1％（81年50．3％）を占めるに至る。特に10年以上層は実数  

上でも大きく増加し（104百人増），離職の長期在職者化が一段と進行した。とりわけ，50－59  

歳10年以上層の増加が著しく（29古人増），この年齢層を中心とした50歳以上5年以上層だけ  

で全体の37．2％を占め（80年18．2％），高年層化も著しい。とは言え，30－49歳10年以上層も  

また増加しているのである。   

以上の様に，「低成長」下の農村地域労働市場での離職者の中心は，初期の短期在職者から，  

とりわけ80年代に入って長期在職者へと移行し，それと共に高年層化も進行した。こうした高  

年層長期在職者の離職には，所謂正常なリタイアが多く含まれていることは間違いないが，し  

かしまた，それだけに限られているのではないであろうことは，中年層長期在職者が依然とし  

て多い（85年で30－49歳3年以上層は20．2％を占める）ことからも類推できることである。   

さてそこで，これまでの「在宅離職」の動向と前々項でみた「在宅就職」の動向とをつきあ  

わせて，70年代後半以降について整理してみると，次の様に言うことができよう。多少図式的  

になるが，20歳台（19歳以下も含めて）は，農村地域労働市場への登場の一大部隊であると共  

に結婿・育児などを契機とする退場も多く，吸引と反発の激しさを特徴としているが，にも拘  

わらず70年代後半以降農村地域労働市場でのその地位を高めてきている（「在宅就職」と「在  

宅離職」の差に対する29歳以下層の比ほ74年75．5％→85年124．8％）。30歳台は，70年代後半は  

どちらかと言えば非吸引の側面が強く，それに小幅の反発が対応していたが，幼年代に入って  

若干吸引債向が強くなってきている。しかしその程度がまだまだ小さいものであることは，こ  

の年齢層に於ける非労働力率の上昇に反映しているだろう。40歳台は，70年代後半以降非吸引  

傾向が強く出ていると思われ，それ故にこそまた反発の縮小が対応していると思われるが，こ  

の年齢層でもまた非労働力率が上昇していたことが想起されるべきである。50歳以上層は，非  

吸引と激しい反発を特徴とするが，にも拘わらず非労働力率が70年代末以降低下するのは，先  

にも述べたように最終的にほ農業に回帰・潜在するからであろう。そして，30歳台以上層での  

非吸引傾向は，当然のことながらこれらの年齢層での短期在職の離職者を減少させるが，しか  

しそれが離職者総数の減少につながらない限り，長期在職者に離職が拡大されるのも当然であ  

ろう。70年代末以降がまさにその局面で，そういう形で中高年層の長期在職者層と若壮年層と  

の入れ替えが進行しているとみることができるだろう。  

3 「勤務が主」の増減要因の変動と労働市場  

（1） 「高成長」終末期   

前節では，農家女子労働力の域外労働市場及び農村地域労働市場と農家世帯との間での異動  

をそれ自体としてみてきたが，本節でほ，それらを総括する意味で，就業区分としての「勤務  

が主」（賃労働兼業の「Ⅱ兼型」と「専業型」）の異動関係を検討する。表11はそれをまとめた  

ものであるが，ここでは，（1）「高成長」終末期，（2）74－78年，（朝79年以降の三つの時期に分け  

てみていく。   

まず「高成長」終末期であるが，73年ほ増減両要因のピークをなしている。   

①増加要因では，「その他転入」・「農主から」・「家事その他から（20歳以上）」の急増が   
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表11－（1）「勤務が主」の増加要因（女子）  単位：百人（％）   

出所：「農家就業動向調査」より作成。  
注：（1）表5に同じ。（2）71年及び72年の空欄は不明。（3）カツコ内ほ総計に対する構成比。  
（4）ラウンドの関係で計と内訳が一致しない場合がある。   

特徴となっている。   

②減少要因でも，「その他転出」・「農主へ」・「家事その他へ」の急増がみられるが，そ  

れと共に「農家減」が構成比上昇を伴う増加である点にこの時期の特徴がある。   

③純増減をみると，「転出入」が73年まで純減を急拡大しているのに対し，「就業状態異動」   
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表1ト（2）「勤務が主」の減少要田（女子）  単位：百人（％）   
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出所：「農家就業動向調査」より作成。   
注：（1）（2）（＄）（4）表11－（1）に同じ。（覇総計には「死亡」が含まれる。   

の純増は70－73年ほ停滞的で，その結果総計の純増は縮小に転じている。「転出入」でほ，  

「勤務者転出入」の純増が拡大してきている点は注目されるが，「その他転出入」・「農家増  

減」共に純減の大幅拡大である。「就業状態異動」では，「農主」と「家事その他（20歳以  

上）」の純増は拡大したが，「家事その他（19歳以下）」が69年以降締小し，それが小計の停滞  

をもたらしたのであった。なお，「農主」では（表出していないが）35－59歳層の70年純増405   
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表11－（3）「勤務が主」の純増減要因（女子）  単位：百人   

出所：「農家就業動向調査」より作成。   
注：（1X2）（8）（4）表11－（1）に同じ。（め総計には「死亡」が減数として含まれる。   

盲人が73年には529百人（内，35－39歳層176百人・40－49歳層254有人）へと拡大しており，  

中高年層に於ける「農主から」の増大が特徴であり，また「家事その他（20歳以上）」でも，  

後掲表12にあるように中高年層の「家事その他から」の増大が特徴的である。   

以上からもわかる様に，「高成長」終末期には，農村地域労働市場の急拡大も進行したが，  

それを上回る形での農村からの転出が行なわれた時期でもあった。それ故にこそまた，「鼻主  

」及び「家事その他」からの中高年層の動員も加速化されたといえよう。  

（2） 74－78年   

74－78年は，増減両要因共，76年を境に縮小から増大へと変わる時期である。   

①増加要因で74年に最も縮小したのほ，構成比低下を伴った「農主から」であるが，各要因  

はそれ以降バラバラな動きとなる。即ち，「農主から」ほ77年まで縮小が続くが，「家事その  

他から（20歳以上）」は75年から増転して78年には73年水準をも超えており，「家事その他から  

（19蔵以下）」は76年まで縮小した後増減している。また「勤務者転入」は76年から増転，「そ  

の他転入」は78年まで縮小という具合である。このことは，農村地域労働市場の急縮小へのこ  

の時期の対応の複雑さを物語るものとして興味深いが，ここでは「農主から」と「家事その他  

から（20歳以上）」についてだけ，もう少し詳しくみておこう。「農主から」で73－ア7年に最   
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も縮小したのは，35－39歳層（165盲人減）と40－49歳層（218百人減）であるが，77－78年の  

増加は35－39歳層が24百人増に過ぎないのに対し，射トー49歳層ほ80百人増と大きく差が出てい  

る0そして，．与れらの年歳層を境に，下の年齢層でほ7アーア8年の増加が小さく，上の50－59歳  

層では76年から増転し，76－78年の増分も49百人と大きく，60歳以上層も76年に増転するとい  

う具合に，動きに差が出てきているのである（39歳以下層のウェイトは74年46．5％→78年37．6  

％）。一方，イ家事その他から（20蔵以上）」は，特に76－78年の増加が著しいのだが，年齢構  

成を表12でみると，中高年層はどちらかと言えば停滞的であって，若年層での増加が中心であ  

る。   

②減少要因でまず目につくのは，74年の「就業状態異動」の縮小が極めて小さいことで，そ  

れが「農主へ」と「家事その他へ（20歳以上）」に起因していることは明らかである。そして  

78年には，「農主へ」は74年水準に近いところまで復帰し，「家事その他へ（20歳以上）」にあ  

ってほ77年に73年を超え，78年は最大ピークになっている。年齢構成をみると，「農主へ」で  

は，74年には3什－39歳層及び50歳以上層で円年を上回っており（30－39歳層3百人増・50－59  

歳層22盲人増・60歳以上層4百人増），40－49歳層も1盲人減でしかない。そして78年には40歳  

以上層で73・74年を上回っている。つまり，中高年層での「農主へ」への俄斜がみられるので  

ある。また「家事その他へ（20歳以上）」でほ，年齢階層によって動きが異なるが，35歳以上  

層はほとんどの年で73年を上回り，特に40歳以上層に於てそれが著しいこと，2（トーー24歳層が76  

年に増転していること，25－29歳層の77年の増加が大きいこと，等が極立っている。一方「転  

表12 「家事その他」ご「勤務が主」（女子）  単位：百人  

20－24歳125－29歳130－34歳 t 35－39歳 弓 40－49歳150－59歳160歳以上  

出所：「農家就業動向調査」より作成。   

注：（1）表5に同じ。（幻71年は不明。（さ）「家事その他から」／「家事その他へ」。   
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出」では，「就業状態異動」とは異なって，乃年にかけて大きく締小し，逆忙78年での増大は  

それほどでないという対照をなしている。   

③純増減をみると，「転出入」の純減は76年にかけて大きく蘇小した後，78年までは小幅の  

拡大でしかない。また「就業状態異動」の純増も，77年までであるが，これも大きく縮小した  

後，78年は小幅の拡大に留まっている。従ってその結果としての総計の純増は，一年毎に増減  

してほいるが，均すと74年以降はそれ程の縮小にはなっていない。74年の急縮小は，「農主」  

・「家事その他（20歳以上）」の急縮小によってもたらされたが，しかし75年以降ほ，「農主」  

が更に縮小するのに対し，「家事その他（20歳以上）」は増大し（但し「家事その他（19歳以  

下）」は縮小傾向），77・78年には両者が並ぶまでになっている点が注目される。そして，「農  

主」′でほ純増の縮小過程で中高年化が進行（35－59歳膚の純増数の割合は74年69．1％→78年  

81．1％）したのに対し，「家事その他」では，中高年層の減少と若壮年層の増加という形で，  

両者の入れ替えを伴っていたのである。   

74年以降の「勤務が主」の純増の縮小が，農村地域労働市場内部での純増の縮小，とりわけ  

「農主から」の急縮小によってもたらされたものであることは明らかだが，他方で「転出入」  

の純減も蘇小することによって，結果的には農村地域労働市場に労働力が滞留していることも  

確かで，74－78年の総数の純増の停滞的な動きがそのことを示唆していよう。だがそれにして  

も，76年の総数の純増数が増大し，78年をすら上回っている点は興味深い。言うまでもなく76  

年は，「在宅就職」がボトムになった年であり，また「在宅就職」と「在宅離職」の差の減少  

も，この期間では73－74年を除けば最も拡大した年であったからである（74－75年146百人減  

・75－76年184盲人減）。   

（3） 79年以降   

79年以降ほ，79－80年と81年以降に明確に区分され，総計の純増数の推移でみる限り，7㌻ニ  

80年ほ前期の延長と言えるのだが，内容的には，転換点として81年以降に連なっていく新芽を  

みることができる。即ち，79年の増減両要因の縮小は，80年にもう一度揺り戻しがあるとはい  

え，基本的には81年以降の水準を先取りしているのである。増加要因でほ，「勤務者転入」と  

「農主から」がそうであり，減少要因では「勤務者転出」がそうなのである。にも拘わらずこの  

年総計の純増が300百人台を維持しているのほ，「農主へ」と「家事その他へ（20蔵以上）」の  

蘇小が大きかったからに他ならない。だがこれらの要因は，80年のみならず81年以降も高い水  

準へ復帰するのである。なお，80年の揺り戻しで特徴的なことほ，「農主から」の回復が小さ  

く，「家事その他から（20歳以上）」のそれが大きいことであろう。80年の「家事その他」ほ，  

若壮年層と中高年層の入れ替えが一段と進行したのである（20－39歳層の393百人純増に対し  

40歳以上層138盲人純減）。また，80年以降「家事その他から」では20歳以上層が19歳以下層を  

恒常的に上回るようになっている点も注目される。   

さて，81年以降は増減両要因が縮小を続けると共に，純増の急縮小を経て純減に転じた新た  

な段階である。増加要因ほ8ひ－81年に320百人縮小したが，減少要田の縮小ほわずか74百人で  

しかなく，この差が81年以降を規定して 

①増加要因の内，「勤務者転入」の一段階縮小は，「勤務者転出」の縮小と共に，域外労働  

市場との流動性の低下を指標するものとして重要であるが，「勤務者転出入」の純増自体は70  

年代後半とはぼ同水準で続いている。そして「転出入」の純減も，70年代後半と同じかそれを   



藤 澤 建 二  60  

下回る水準（特に84・85年）なのである。問題は「就業状態異動」で，「農主から」が一段階  

締小すると共に，81年以降も構成比の低下を伴う縮小を続けている。一方，「家事その他から  

（20歳以上）」は81年のみならず83年までは70年代後半に充分匹敵する水準と言ってよかろう  

が（但し84・85年は蘇小が目立つ），「家事その他から（19歳以下）」の縮小は大きく，これが  

「就業状態異動」小計の水準を70年代後半から分かつもう一つの要因となっている。   

②減少要田の「就業状態異動」小計は，80－83年138盲人減・幻－85年146盲人減でしかない  

（増加要因の場合は80－83年665盲人減・幻－85年罰9盲人減）。「農主へ」は幻年まで高い水準  

が続き，83年以降若干縮小が日立つ程度であり，「家事その他へ（20歳以上）」も82年までは高  

い水準で，それ以降もそれ程の縮小とは言えない。   

③かくて純増減では，「農主」が81年に純増を大幅に縮小させた後純減笹転じ，「家事その  

他（19歳以下）」の純増が大きく縮小した。それと比べると「家事その他（20歳以上）」の純増  

はそれ程の縮小ではないのだが，ともかくそれも加わって，「就業状態異動」の純増を大きく  

縮小させ，総計の純減転化をもたらしている。なお，「農主」では50－59歳層が79年から純減  

に転化していたが，79・80年は小さく（平均6盲人減），81「85年ほ平均感官人減であり，75年  

から純減の続いていた60歳以上層の81－85年平均も35盲人減笹なっている。また「家事その他  

」でも，50歳以上層の純減が増大（81－85年平均5ひ－59歳層104百人減・60歳以上層62百人減）  

すると共に，25－29歳層の純減が恒常化してきている点が注目される。   

80年代に入っての「勤務が主」の減少という局面は，ある意味では確かに農家女子世帯員の  

絶対的減少と無縁の事柄ではないであろう。だが，80年を境とするその急転回は，農業に於け  

る労働力の強力な吸引要因を措定し得ない限り，また賃労働兼業を不必要ならしめるような農  

家所得水準の飛膵的上昇を措定し得ない限り，農村地域労働市場の状況こそが現実的に規定的  

な要因であることを物語っているだろう。そうであればこそ，「勤務が主」からの後退は，単  

線的なものではあり得ず，現実には複雑なプロセスを経て現象してくるのである。次章ではそ  

のことに言及することによって，不充分ながら本稿のまとめにかえたい。  

ⅠⅤ まとめにかえて－「ⅠⅠ兼型」と「専業型」  

前章では，「Ⅷ兼型」と「専業型」を一括して「勤務が主」としてその動向をみたが，実際  

には「Ⅱ兼型」と「専業型」とでほその動向に大きな差があり，それを検討することによって  

農村地域労働市場の状況がより鮮明に浮かび上がってくる。表13と表14はそれを目的として作  

成したものである。   

まず，「Ⅷ兼型」の純増減要因の動向を中心にみていこう。「Ⅰ兼型」は，73年までは純増  

が拡大しており，それをリードしたのは「農主」と「家事その他（20歳以上）」であった。74年  

以降の動向は興味深いものがある。   

74年は「農主」の純増蘇小・「家事その他（20歳以上）」の純減転化・「専業型」間での純減  

拡大がみられる。つまり，「農主」からの「Ⅰ兼塑」化が抑制（「農主から」は73－74年293盲  

人滅）される一方，「家事その他」への退避と「専業型」への滞留（「専業型から」の減少134  

盲人）という正反対の対応がまず行われた。75年には「専業型」間が純増に転じ（「専業型へ  

」の減少と「専業型から」の増加），「専業型」からの退避に変わり，それが総計の純増拡大を  

もたらした一つの重要な要因となっている。76年には「専業型」間が再び純減笹転じたが，「   
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表13 「Ⅱ 兼型」の純増減要因（女子）  単位：百人   

出所：「農家就業動向調査」より作成。  

注：（1）（2）（3）（4）表11－（1）に同じ。 ㈲総計には「死亡」が減数として含まれる。   

専業型へ」の微増（11盲人増）よりも「専業型から」の減少（97盲人滅）が大きい。一方，「  

家事その他（20歳以上）」は純増転化。「家事その他から（20歳以上）」の増加（30有人増）に  

よるのだが，この年「専業型」での「家事その他（20歳以上）」の純増ほ縮小しているので，  

「家事その他」の「専業塑へ」が「Ⅱ兼塑へ」と回ったものと思われる。77年は「専業型」間  

が純増転化。これは「専業型から」の増加（45百人増）による。しかし一方，「家事その他  

（20歳以上）」も純減転化（「家事その他へ」の増加が大きかったことによる），「転出入」の純  

減拡大もあって総計の純増は大幅縮小。78年は「専業型」・「家事その他」との関係は77年と  

同じ状況だが（但し「家事その他」との異動量は増加し，また「専業型」間の純増も増大して  

いる），「農主」の純増が増大したこともあって「転出入」純減拡大にも拘わらず，総計の純増  

は増大した。79年は「農主」の純増が再び急縮小する一方，「専業型」間も純減転化（異動量  

自体の急締小を伴っている。「専業型から」297百人→65百人・「専業塑へ」238百人→89盲  

人。なお「家事その他」も異動量縮小）で，「転出入」純減縮小にも拘わらず総計は純減転  

化。80年は「専業型」問が純増転化（「専業型から」の増大，65百人→173百人），「農主」の  

純増拡大もあって総計は純増へ。   

81年以降，「Ⅱ兼型」ほ本格的な純減期になる。「転出入」の純減縮小が続くにも拘わらず  

で，「就業状態異動」の純減転化に起因。「農主」は81年の純増大幅縮小から82年以降の純減   
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へ。「家事その他（20歳以上）」の純減が増大し，19歳以下層を含めても純減転化（「家事そ  

の他から（20歳以上）」の8トーーー85年137百人滅に対し「家事その他へ（20歳以上）」は64盲人減  

に過ぎず，「家事その他へ（20歳以上）」が高い水準で続いている）。「専業型」間は，81年に  

純減転化し84年まで続く。81年は「専業塑から」が大幅に減少（75百人減），更に82年も減少  

が大きく（40盲人減），同時期の「専業塑へ」の減少（別盲人減）を大きく上回った。83年か  

ら拓年にかけてほ「専業塑から」が増加（82－85年22百人増）したが，「専業塑へ」はお年に  

ほ増加したものの朗・85年と再び減少で（82－85年12百人減），その結果85年には「専業型」  

間は再び純増に転じ，「専業型」から「Ⅱ兼型」への再度の後退局面を感じさせる。   

「専業塑」の場合，学卒後「専業型」として農村地域労働市場に登場し，結婿を機に退場す  

るという大きな練れの入口と出口に相当する「家事その他（19歳以下）」と「その他転出入」が  

規定的な位置を占める。その意味で，60年代後半の「家事その他（19歳以下）」の純増と70年代  

前半までの「その他転出入」の純減とは，ある程度対応したものとしてみることができよう。  

従って，「高成長」終末年である73年の総計の純増縮小は「家事その他（19歳以下）」の純増縮  

小をストレートに反映したものと言える。とは言え，60年代末から「勤務者転出入」と「家事そ  

の他（20歳以上）」の純増が増大し，また「Ⅱ兼型」間が純減から純増に転じてきている点は，  

この時期の農村地域労働市場の拡大を物語るものとして確認しておかなければならない。  

表14 「専業型」の純増減要因（女子）  単位：百人  

出所：「農家就業動向調査」より作成。   
注：（1）（2）（8）極）表11－（1）に同じ。（朝総計には「死亡」が減数として含まれる。   
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円年は，「転出入」の純減が縮小したにも拘わらず，「就業状態異動」の純増がそれ程縮小  

せず，結果として総計の純増拡大となっている。「就業状態異動」の純増縮小が小幅だった理  

由は，「農主」と「家事その他（20歳以上）」の純増縮小にも拘わらず，「Ⅰ兼型」間の純増拡  

大と「家事その他（19歳以下）」の小幅の純増縮小にある。75年は総計が純減になった唯一の  

年だが，それは「就業状態異動」純増の急縮小による。「家事その他（20歳以上）」の純増拡大  

にも拘わらず，「Ⅰ兼型」間が純減に転化し，「家事その他（19歳以下）」の純増も大きく縮小  

したからである。76年以降の動向で特徴的なのは，先に述べた「Ⅰ兼型」との関係を別とすれ  

ば，「家事その他（20歳以上）」の純増が79年まで増大を続け（殊に78年が著しい），また80年  

以降も縮小債向にあるとは言え，なお高い水準を保っていることである。この「家事その他  

（20歳以上）」が若年層を中心としたものであり，「Ⅱ兼型」の「家事その他（20歳以上）」の  

純減が中高年層に於けるものであることを考えれば，前章でみた「家事その他」での若年層と  

中高年層との入れ替えは同時に「専業型」と「Ⅰ兼型」との入れ替えでもあった訳である。ま  

た，「農主」が「専業型」に於ても82年以降純減笹転じたことも特徴である（但しこれは，「  

農主から」の減少によるところ大である）。   

女子労働力の場合，74年以降の「低成長」下の労働市場状況に対して，「農主」・「Ⅱ兼塑」  

・「専業型」・「家事その他」の間を異動しながら，かなり複雑な対応を行なってきたといえ  

るが，しかし80年代に入ってその対応の幅は益々狭められてきているといえるだろう。とりわ  

け中高年層にあっては，「専業型」→「Ⅰ兼型」→「農主」・「家事その他」という一方向的  

な異動での，農村地域労働市場からの反発が明瞭になってきているといえよう。   




